
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 42 広報作成等業務
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 02 総務費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

57 伊賀市としての一体感を生み出す
項 01 総務管理費

発行部数 部
目標 ― 目標

829,610 825,000
目 02 文書広報費 実績 431,350 実績 827,850

施　策 1 広報活動の充実
細目 102 広聴広報業務経費

配布部数 部
目標 ― 目標

813,000 810,000
細々目 01 広報作成等業務経費 実績 402,659 実績 805,094

基本計画該当頁 192 行革大綱の重点事項番号
配布回数 回

目標 ― 目標 23
23 23

担当部課
コード 40300 評価者

氏　名
植田　美由喜 連絡先

22 - 9636 実績 12 実績 23

名称 広聴広報課 (内線) 2130

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

市民
すべての市民が、見やすく必要な情報が得られる。

広報配布率
全世帯数を分母にして、配布部数を分子とし
た

％
目標 目標

98 98
実績 90 実績 92

編集発行総ページ数 ページ
目標 目標

324 332
実績 316 実績 324

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 伊賀市広報事務取扱要綱

開始年度 平成 16 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
月2回発行（1月のみ1回、1月5日発行）
1日号20P、15日号8Pを基本とし、記事の多少によりページ数を
増減。
県政だより、県議会だよりとともに市民に配布。

年度年度 平成

状
況
変
化
等

平成１８年度から月2回発行を行い、タイムリーな情報を提
供する。
平成１９年度から、用紙の重量を従来の３分の２とし、配布
の負担を軽減。

必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
行政情報番組、ホームページ等メディアの特性を生かし、重複した情報提供を行っているが、それらの視聴環境が整備さ
れてない市民にとっても情報を得ることが出来る唯一のものである。

有効性 3
ページ数に限りがあるため、記事が集中する号は個々の記事の取扱いが小さくなりがちである。

達成度 3
月2回発行により、各所属からのタイムリーな記事が増えたためページ数も増やした。
外国人・視覚障がい者等には、翻訳・点訳・音訳してもらっている。

効率性 3
インターネットで情報を得られる世帯の希望を聴き、直接送付（郵送）の件数及び印刷部数を減らしたい。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

A

総合評価

現状維持

事業の方向性

増え続ける情報を伝えるスペース（ページ数）を確保するため、適度な有料広告を行い自主財源を確保する

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
旅費 133 旅費 103 旅費 50 旅費 50 旅費 50 旅費 50
印刷費 10,245 印刷費 10,738 印刷費 10,895 印刷費 11,135 印刷費 11,135 印刷費 11,135

工事

需用費（印刷除く） 498 需用費（印刷除く） 494 需用費（印刷除く） 433 需用費（印刷除く） 433 需用費（印刷除く） 433 需用費（印刷除く） 433
委託料 6,994 手数料 6,776 手数料 6,794 手数料 6,794 手数料 6,794 手数料 6,794
システム等借上料 1,108 システム等借上料 605 システム等借上料 636 システム等借上料 636 システム等借上料 636 システム等借上料 636
研修負担金 113 研修負担金 77 研修負担金 101 研修負担金 101 研修負担金 101 研修負担金 101
手数料 23 備品(台車） 1 20

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 19,114 事業費計(A) 　 Σ 18,813 事業費計(A) 　 Σ 18,909 事業費計(A) 　 Σ 19,149 事業費計(A) 　 Σ 19,149 事業費計(A) 　 Σ 19,149

事業投入人員 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 33,514 33,213 33,309 33,549 33,549 33,549

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 19,114 18,813 18,909 19,149 19,149 19,149

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金 7,038 7,056 7,156 7,156 7,156 7,156
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 120 480 480 480
一 般 財 源 12,076 11,757 11,633 11,513 11,513 11,513
計 19,114 18,813 18,909 19,149 19,149 19,149

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

有料広告費（1月から掲載開始）
1枠10,000円×4=1ヶ月

有料広告費
1枠10,000円×4=1ヶ月

有料広告費
1枠10,000円×4=1ヶ月

有料広告費
1枠10,000円×2=1ヶ月

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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